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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受圧盤と可動盤とを連結したリンクと、電動機による回転運動をねじ軸とナット部材と
により、該ねじ軸に設けたクロスヘッドを直線運動に変換する伝動機構を備えた受圧盤側
の駆動装置とからなり、そのクロスヘッドに前記リンクを屈伸自在に連結したトグル式型
締装置において、
　前記クロスヘッドの前部中央に、複数の係止段部を一定間隔ごとに有する所要長さの安
全部材を、該係止段部を可動盤側に向けて取付け、その安全部材のストッパを、前記受圧
盤に設けた支持部材の先端部に可動自在に取付けて安全部材に対し係脱自在に設け、その
ストッパに安全ドアにより作動する駆動手段を設けてなることを特徴とする安全装置を備
えたトグル式型締装置
【請求項２】
　前記クロスヘッドは、受圧盤に回転自在に軸承した定位置の前記ねじ軸と螺合し、その
クロスヘッドの前部に、該ねじ軸の挿通が可能な内径の管体からなる前記安全部材をねじ
軸と同心に取付けてなることを特徴とする請求項１記載の安全装置を備えたトグル式型締
装置。
【請求項３】
　前記クロスヘッドは、受圧盤に回転自在に内設した定位置のナット部材と螺合したねじ
軸の先端に固定され、そのクロスヘッドの前部中央又はクロスヘッドの前部のねじ軸端に
管体又は軸体からなる前記安全部材を取付けてなることを特徴とする請求項１記載の安全
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装置を備えたトグル式型締装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、安全ドアを開放するとストッパが作動して、可動盤が型締方向に移動する
のを防止する安全装置を備えたトグル式型締装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来のトグル式型締装置では、所要数の係合段部を一定間隔ごとに形成した安全棒を、
受圧盤と可動盤の側部にわたり設け、その安全棒に対し係脱自在に設けた受圧盤側のスト
ッパを、安全ドアの開閉に連動するように構成し、安全ドアが開くとストッパが安全棒と
係合して、可動盤が型締方向に移動するのを防止している。
【特許文献１】特開平１０－１１３９７１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　前記従来の安全装置では、安全ドアが開いている時にストッパが安全棒に係合するが、
ストッパが係合した状態で、可動盤が動作して型締動作を停止させた場合、安全棒が受圧
盤と可動盤の側部にわたり設けられているため、可動盤に偏荷重が掛かり易く、その偏荷
重により可動盤のダイプレートの平行度が歪んで成形に不具合が生ずるので、成形をする
際に平行度を調整し直す必要がある。
【０００４】
　この発明は、上記従来の安全装置の課題を解決するために考えられたものであって、そ
の目的は、トグル機構に安全装置を設けることによって、可動盤に対する偏荷重がなくな
り、ダイプレートの精度が保てる新たな安全装置を備えたトグル式型締装置を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　前記目的によるこの発明は、受圧盤と可動盤とを連結したリンクと、電動機による回転
運動をねじ軸とナット部材とにより、該ねじ軸に設けたクロスヘッドを直線運動に変換す
る伝動機構を備えた受圧盤側の駆動装置とからなり、そのクロスヘッドに前記リンクを屈
伸自在に連結したトグル式型締装置において、
　前記クロスヘッドの前部中央に、複数の係止段部を一定間隔ごとに有する所要長さの安
全部材を、該係止段部を可動盤側に向けて取付け、その安全部材のストッパを、前記受圧
盤に設けた支持部材の先端部に可動自在に取付けて安全部材に対し係脱自在に設け、その
ストッパに安全ドアにより作動する駆動手段を設けてなる、というものである。
【０００７】
　前記クロスヘッドは、受圧盤に回転自在に軸承した定位置の前記ねじ軸と螺合し、その
クロスヘッドの前部に、該ねじ軸の挿通が可能な内径の管体からなる前記安全部材をねじ
軸と同心に取付けてなる、というものである。
【０００８】
　また前記クロスヘッドは、受圧盤に回転自在に内設した定位置のナット部材と螺合した
ねじ軸の先端に固定され、そのクロスヘッドの前部中央又はクロスヘッドの前部のねじ軸
端に管体又は軸体からなる前記安全部材を取付けてなる、というものである。
【０００９】
　さらにこの発明の前記駆動装置は、油圧シリンダとピストンロッドとからなり、そのピ
ストンロッドの先端部に固定した前記クロスヘッドの前部中央又はクロスヘッドの前部の
ロッド先端に、管体又は軸体からなる前記安全部材を取付けてなる、というものである。
【発明の効果】
【００１０】
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　上記構成では、ドア開放時の型締停止がトグル機構の中心部で、ストッパと安全部材と
の係合により行われるので、可動盤には荷重が掛からず、ダイプレートの歪みも生じない
。またその際の荷重は受圧盤の盤体中央部で受けるので偏荷重とならず、構造上も安全部
材をクロスヘッドに設けるだけで済むことから、安全部材を可動盤と受圧盤の側部にわた
り設ける場合よりも型締装置幅を小型化することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　図１～図５は、電動機によりボールねじ軸を回転させてトグル機構を屈伸させる型締装
置の安全装置を示すものである。
　図中１は受圧盤、２は固定盤で、両盤は四隅部にわたり設けたタイバー３により連結し
て機台４の上に対設してある。５はタイバー３に挿通して受圧盤１と固定盤２との間に設
けた可動盤である。この可動盤５と固定盤２の対向面には金型６が型取付板７によりそれ
ぞれ固定して取付けてある。また固定盤２と可動盤５の型開間の側部には安全ドア８が開
閉自在に設けてある。
【００１２】
　１０は電動機を駆動源とするトグル機構で、受圧盤１と可動盤５とを連結した上下一対
の屈伸自在なリンク１１と、電動機による回転運動をボールねじ軸１２と、該ボールねじ
軸１２に螺合したボールナット部材１３とにより直線運動に変換する伝動機構（以下運動
変換伝動機構という）と、そのボールねじ軸１２に設けたクロスヘッド１４とからなり、
そのクロスヘッド１４にリンク１１が作動リンク１５を介して連結してある。
【００１３】
　図１～図３に示す運動変換伝動機構は、受圧盤１の中央に一端部を貫挿して軸受部材１
６により回転自在に軸承したトグル機構中央の定位置の前記ボールねじ軸１２と、そのボ
ールねじ軸１２に螺合した前記ボールナット部材１３を内部に有する前記クロスヘッド１
４とからなり、受圧盤１の外側に突出したボールねじ軸１２の一端に取付けたプーリ１７
に、電動サーボモータ等による電動機（図は省略）が伝動ベルトを介して接続してある。
【００１４】
　前記クロスヘッド１４は、両側に張り出した保持部材１８を前端部に一体的に有する。
この保持部材１８は、受圧盤１に一端を止着してボールねじ軸１２の両側に平行に設けた
支持軸１９に挿通してあり、その支持軸１９によりクロスヘッド１４が回動することなく
、ボールねじ軸１２の回転により軸方向に直線移動するようにしてある。
【００１５】
　２０は安全装置で、クロスヘッド１４の前部の保持部材１８に取付けた安全部材２１と
、その安全部材２１に係脱自在に設けたストッパ２２と、そのストッパ２２の支持部材２
３及び蓋部材２４と、ストッパ２２を安全部材２１に対し進退移動して係脱する駆動手段
２５とからなる。
【００１６】
　前記安全部材２１は、ボールねじ軸１２の挿通が可能な内径で、荷重に耐え得る強度の
管体の外周囲に、複数の係合段部２１ａをテーパー面と交互に一定間隔ごとに多段に形成
したものからなり、その段部２１ａを可動盤５に向けて、クロスヘッド１４の前面中央に
ボールねじ軸１２と同心にして取付けてある。この取付けは保持部材１８の中央に穿設し
たねじ軸１２の挿通穴２９に、安全部材２１の後端部を嵌合止着して行っている。
【００１７】
　前記ストッパ２２と蓋部材２４は長方形の板体からなり、ストッパ２２の板面中央部に
は係合穴２６が、板面両端部にはガイド孔２７が穿設してある。係合穴２６は安全部材２
１の挿通が可能な大径部と、管体外径と同径の小径部とを重合して形成した卵形の穴で、
その係合孔２６を安全部材２１に挿通するとともに、ガイド孔２７を前記支持軸１９の小
径に形成した先端部１９ａに遊嵌して、ストッパ２２を該支持軸１９の先端にスライド自
在に架け設けてある。
【００１８】
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　また蓋部材２４の板面中央部には安全部材２１の挿通穴２８が、板面両端部には前記支
持軸１９の嵌合孔が穿設してあり、その嵌合孔を支持軸１９の先端部１９ａに嵌合すると
ともに、板体両端を前記支持部材２３に止着して、蓋部材２４をストッパ２２の外側に重
ねて設けてある。
【００１９】
　ストッパ２２の前記駆動手段２５は、リターンスプリング２５ｂを内蔵したエアシリン
ダ２５ａからなり、そのエアシリンダ２５ａを支持部材２３の先端側部に取付けて、ピス
トンロッド２５ｃをストッパ２２の係止側端部に連結し、リターンスプリング２５ｂによ
り係止状態を維持できるようにしてある。このエアシリンダ２５ａは、前記安全ドア８の
開放側の下隅部に形成した斜縁８ａに、スイッチ３０ａを配設した機台側のエアバルブ３
０に接続してある。
　なお、ストッパ２２の作動駆動源としては、エア以外に油圧、電気等であってもよい。
【００２０】
　図５は、回転するナット部材１３が固定で、ボールねじ軸１２が直線移動する運動変換
伝動機構を備えたトグル機構における安全部材２１の取付位置を例示するものである。こ
の運動変換伝動機構ではプーリ１７を有するナット部材１３を、受圧盤１の中央部内に回
転自在に設け、そのナット部材１３にボールねじ軸１２を螺合して、電動機４０の回転を
伝動ベルト４１よりナット部材１３に伝達し、ナット部材１３の回転をボールねじ軸１２
の直線運動に変換して、ボールねじ軸１２の先端部に取付けたクロスヘッド１４により作
動リンク１５を介してリンク１１の屈伸を行っている。
【００２１】
　したがつて、このような運動変換伝動機構では、ボールねじ軸１２の先端部に固定した
クロスヘッド１４の前部に前記安全部材２１が取付けられる。また図は省略したが、クロ
スヘッド１４の前部のねじ軸端に直接取付けてもよく、安全部材２１も管体以外の軸体を
採用することができる。
【００２２】
　上記構成の安全装置では、安全ドア８が閉じている正常時には、図４（Ａ）に示すよう
に、エアシリンダ２５ａの前室にエアが供給されていて、ピストンがリターンスプリング
２５ｂを圧縮し、ストッパ２２をシリンダ側に引き寄せている。これにより係合穴２６の
大径部が安全部材２１の管体と同心に維持されて、ストッパ２２による安全部材２１の係
止は行われない。
【００２３】
　安全ドア８が開いて受圧盤側に移動し、斜縁８ａによりエアバルブ３０のスイッチ３０
ａが押し下げられてドア下縁により抑えられると、エアバルブ３０がエアパージに切り替
わってエアシリンダ２５ａのエアが流出し、図４（Ｂ）に示すように、リターンスプリン
グ２５ｂが反撥してピストンロッド２５ｃを伸長する。これによりストッパ２２が押し出
されて、係合穴２６の小径部が安全部材２１の管体側面に当たって止まり、小径部周囲の
板面が間近の係合段部２１ａと係合するようになる。この係合により安全部材２１の可動
盤側への移動が拘束され、安全部材２１と一体にあるクロスヘッド１４も型締方向に移動
することが出来なくなり、型締動作の停止となる。これにより安全ドア８を開放した際の
安全が確保される。
【００２４】
　またストッパ２２の係合穴２６が、係止段部２１ａと係合せずに係止段部間のテーパー
面に位置した場合でも、ストッパ２２はリターンスプリング２５ｂにより弾圧された状態
にあるので、クロスヘッド１４の僅かな型締方向への移動により直近の係止段部２１ａと
係合するため、直ちに型締動作が停止される。
【００２５】
　開放された安全ドア８を閉じると、ドア下縁により抑えられていたエアバルブ３０のス
イッチ３０ａが元に復して、エアバルブ３０はエアパージからエア圧入に切り替わる。エ
アシリンダ２５ａでは流入したエアの圧力により、リターンスプリング２５ｂが圧縮され
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径部が安全部材２１から離れて係合が解除され、その状態がエアの圧力により維持される
。
【００２６】
　上述のように、トグル機構が備える中央部の運動変換伝動機構のクロスヘッド又はボー
ルねじ軸を、安全ドアの開閉動作に連動するストッパによる係止手段をもって、安全ドア
の開放時に拘束することから、その際の荷重は受圧盤１の中央部で受けるので、可動盤５
には荷重が掛からず、したがってダイプレートの歪みも生じない。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】この発明の安全装置を備えた電動トグル式型締装置の側面図である。
【図２】同上の運動変換伝動機構と安全装置の縦断側面図である。
【図３】同上の前面図である。
【図４】安全装置の係止解除時（Ａ）と係止時（Ｂ）との前面図である。
【図５】ボールねじ軸側が移動する運動変換伝動機構における安全部材の取付状態を示す
縦断側面図である。
【符号の説明】
【００３０】
　１　　受圧盤
　３　　タイバ
　４　　機台
　５　　可動盤
　８　　安全ドア
１０　　トグル機構
１１　　リンク
１２　　ボールねじ軸
１３　　ボールナット部材
１４，５２　クロスヘッド
１５　　作動リンク
２０　　安全装置
２１　　安全部材
２２　　ストッパ
２３　　支持部材
２４　　蓋部材
２５　　駆動手段
２５ａ　エアシリンダ
２５ｂ　リターンスプリング
２６　　係合穴
３０　　エアバルブ
３０ａ　スイッチ
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